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３．差異が生じた理由 
通期予想の売上高につきましては、連結、個別とも平成23年７月24日の地上デジタル放送完全移行に向けた駆け込み需要により関連

機器の販売および地デジ改修工事が増加したため、前回予想を上回りました。 

利益面につきましては、売上高の増加に加え、原価低減、経費削減に積極的に取り組んだこと等により、連結、個別とも営業利益、

経常利益は前回予想を上回りました。 

しかし、当期純利益につきましては、減損損失や事業譲渡損等の特別損失の計上があったため、連結は前回予想とほぼ同水準でした

が、個別は前回予想を下回りました。 

なお、事業譲渡損の主な内訳といたしましては、個別決算においては、関係会社株式評価損及び事業譲渡に係る諸経費でありますが、

連結決算においては、関係会社株式評価損は消去されるため、連結業績への影響はありません。 
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